




















てこの問題について検討したが 3，最近これに関して，新たな見解 4 が発表され
ているので，改めて信託の事務処理を委託した場合の受託者の責任について検
1　米国では1992年第3次リステイトメントを経て，2003年米国統一信託法典（The Uniform 




























　旧信託法は，一方で信託事務を委託する場合を限定し（同法 26 条 1 項），他
方で委託を認める場合には受託者の責任を受任者の選任・監督に限定する規定















委託することが明記されている等の要件が課されている（信託業法 22 条 1 項）。
　第二に委託先（受任者）が受益者に損害を与えた場合は，受託者（信託会社）
は責任を負うこととされて（信託業法 23 条 1 項），これは使用者責任（民法
715 条）と同様，実質的に無過失責任に近いものという見解が示されている 6。
第三に委託先は受益者に対する直接責任を負う（信託業法 22 条 2 項）として，
旧信託法 26 条 3 項の規律を踏襲している。
　しかし，これらの規制は，委託先が信託会社と同様の機能を果たさない場合
は適用除外としていること（信託業法 22 条 3 項，信託業法施行規則 29 条），
















































































































審議会民法 (債権関係 )部会「民法 (債権関係 )の改正に関する中間試案」(http://www.moj.
go.jp/content/000108853.pdf)では，民法105条を削除する旨の立法提案がなされている。法




























































































































































信託法 28 条 2 号の例示とされている，高い能力を有する専門家を使用する場
合も，専門業者に委託した方が費用・時間等の点で効率的である場合も，一部
委託に妥当するものと考えられる。受託者が病気・その他の事情により，自ら
事務処理を行えないという，やむを得ない事情がある場合（信託法 28 条 3 号）
には全部委託が認められる余地があるが，この場合でも，状況が継続する場合
には受託者の更迭が適当であり，全部委託は一時的な状況としてのみありうる
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